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東京都大島町における土砂災害の発生状況 

• 東京都大島町では平成２５年台風第26号により、大規模な泥流により甚大な被害
が発生。 

• 大島町は土砂災害警戒情報が発表された際には、自主避難を促すなどと取り決
めていたが、同情報に気づくのに遅れ、結果として避難勧告が発令されなかった。 
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【大島雨量局（アメダス）】

最大時間雨量 118.5mm/h

(10/16 3:00～4:00)

連続雨量 824.0mm

10/15 10/16

土砂災害警戒情報
15日 18時05分

東京都大島町における降雨状況
16日 2時50分頃

土砂災害発生（報道による）

死者 27名、行方不明者 19名 
想定被害戸数 283戸 
ライフライン 停電 7件 
       断水 約100世帯 
（10/2110:00現在 内閣府発） 1 



ニュージャージ州 タイムライン 

タイムライン 防災行動 

上陸120時間前 防災行動レベルを格上げ 

96時間前 住民避難の計画と準備 

72時間前 州知事による緊急事態宣言 

48時間前 郡と州の避難所準備 

36時前 州知事 避難勧告 発表 

36時間前 郡と州の避難所開設 

24時間前 公共輸送機関の停止 

12時間前 緊急退避 

0 hour  警察・消防団は、活動停止、避難 

ニュージャージー州におけるタイムラインの事例 

• 2012年10月29日、「ハリケーン・サンディ」は、ニュージャージー州に、最大風速
36m/sの勢力を保ったまま上陸し、米国史上最大の都市災害をもたらした。 

• 一方、ニュージャージー州では、時間軸に沿った防災行動計画（タイムライン）を実
践することにより、早めの対応が功を奏し、死者は発生しなかった。 

• ニューヨーク市では、タイムラインに沿って、事前に地下鉄車両の退避や機器類の
事前撤去により、早期に復旧し、被害を最小限に留めた。 

市街地の冠水状況 ©USACE  
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国土交通省 水災害に関する防災・減災対策本部 

第２回本部会議（H26.4.24） 第１回本部会議（H26.1.27） 

○平成２４年１０月米国において発生したハリケーン・サンディなど、近年の巨大台風等に
伴う大規模な災害の頻発化・激甚化等を踏まえ、国土交通省では、水災害が発生した
際に実施すべき対策を具体化して取り組みを強化するため、平成２６年１月２７日に「国
土交通省 水災害に関する防災・減災対策本部」を設置。 

 

○併せて、発災前に取るべき行動を時系列で示すタイムラインの考え方を生かした行動計
画を検討する「防災行動計画ワーキンググループ」を設置し、平成２６年４月２４日に、対
応方針および平成２６年の出水期に向けた対応をとりまとめた中間とりまとめを策定。 
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1. 「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン（案）」の改定等を踏まえ、全国の河川のうち、
直轄管理区間を対象に、避難勧告等の発令に着目したタイムライン（案）を策定し、タイムラインの普
及及び検証を実施。 

2. 今後、大規模な水災害につながるような台風が来襲することも想定されることから、できることから実
践に向けた取り組みを推進する必要がある。このため、今年の出水期に向けて、タイムラインに関心
の高い自治体や企業等とともに、タイムライン策定に向けたリーディング・プロジェクトとして、先行的
な取り組みを推進する。 

●首都圏 

•広域避難（利根川・荒川上流の洪水を想定） 
 【国交省、内閣府を含む首都圏水害対策協議会において検討】 

•地域内関係機関連携（荒川下流域の洪水を想定） 
 【国交省、荒川下流関係自治体等】 
 

●中部圏 

•広域避難（高潮を想定） 
 【国交省、伊勢湾高潮被災関係自治体、企業等】 

•地域内関係機関連携（庄内川流域の洪水を想定） 
 【国交省、庄内川関係自治体等】 

●地域における自主的かつ積極的な取り組みへの支援 
• 東京都大島町（土砂災害等を想定）、三重県紀宝町（水害等を想
定）など 

リーディング・プロジェクトの推進 

実際に生じた災害や今後想定される災害に対して、課題
を検証し、地域に即した、具体的なタイムライン策定に向
けた取り組みを推進 

全国におけるタイムライン（案）の策定 

全国の河川のうち、直轄管理区間を対象に、避難勧告
等の発令に着目したタイムライン（案）を策定し、有効性
の検証を実施 

① タイムライン（案）の策定（出水期まで） 

• 直轄区間を対象に洪水時の避難勧告等発令に着目
したタイムライン（案）を策定 

 

 

② タイムライン（案）の検証・改善（発生時、発生後） 

• 台風接近等の事態に至った場合には、それに基づ
いて対応を実践し、事後においてはタイムラインの有
効性の検証を行い、実践的に改善 

第2回本部会議決定事項（平成26年の出水期に向けた取組） 
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■「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン（案）」の改定等を踏まえ、北陸地方整備局管内 

１２水系１５河川において、モデル市町村を設定し、避難勧告等の発令に着目したタイムライン（防災行動
計画）（案）を策定（北陸地方整備局管内では１５市町村と策定） 

■タイムラインは台風の接近・上陸や前線性の洪水を対象とし、河川水位の上昇に応じ避難完了に要す
る時間を考慮した上で、避難勧告の発令等の意思決定を行うための防災情報提供のタイミングを明記 

■H28年度の出水期に向け、関係機関が一体となった防災行動が記載されたタイムラインの策定 

（リーディングプロジェクト）に取り組む予定 

※千曲川・犀川総合水防演習は、タイムラインに基づいて実施 

避難勧告の発令等に着目したタイムライン（案）の策定 

リーディング・プロジェクト 

• 実際に生じた災害や今後想定される
災害に対して、関係機関が一体となり、
課題を検証し、地域に即した、具体的
なタイムライン策定に向けた取り組み 

• 首都圏（広域避難、荒川下流）、中部
圏（伊勢湾、庄内川）の4プロジェクト
が現在取り組まれている。 

• H27年度からは、各地方整備局等毎
にリーディングプロジェクトに着手 

テーマ別ワークショップ形式による検討 
（荒川下流のリーディングプロジェクト） 6 



国土交通省におけるタイムラインの定義（案） 

• タイムラインは、災害が発生することを前提として災害対応に従事する関係者が、
「いつ」、「誰が」、「何をするか」を時間軸に沿って整理し、関係者間で予め合意し
て文書化したもの 

定 義 

• 繰り返し発生する業務に関して， 

• どの部局が，何を，いつ実行するかについて， 

• 事前に合意したことを文書化し， 

• 災害発生時に調整コスト無しに， 

• 連携のとれた対応を可能にすることを目的として 

• 実際の災害対応や訓練のふりかえりを通して，継
続的な改善を図る 
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課題 
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標準化 事前 

対応計画 
（タイムライン） 
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標準対応手順確立 

（ 応援可能） 

問題解決能力向上 

災害対応業務の効率化 

• どのような災害時にも繰り返し発生する標準的な防災業務については、事前に対
応計画（タイムライン）を定めておき、現場の判断を重視する 

• その災害特有の課題や突発的な対応に、判断権者や災害対策本部の機能を集
中し、災害対応業務の効率化を図る 
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32 

75 

■氾濫危険水位超過河川 ■避難判断水位超過河川 

３０％ ２０％ 

避難勧告 

発令市町村数 

避難勧告 

未発令市町村数 

※平成25年の避難判断水位超過河川及び氾濫危険水位超過河川における、避難勧告発令の対象とな
る市町村の発令率 

42 

171 

平成２５年度 国管理河川における避難勧告の発令状況 
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56 

107 

14 
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■タイムライン策定河川 ■全河川 

６１％ ３４％ 

避難勧告 

発令市町村数 

避難勧告 

未発令市町村数 

※平成26年の避難判断水位超過河川における、避難勧告発令の対象となる市町村の発令率 

平成２６年度 タイムライン策定により円滑な発令に効果 
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【機密性２】 
平成27年関東・東北豪雨災害におけるタイムラインの効果 

9 

18 13 

5 

氾濫危険情報を発表した国管理河川において、避難勧告または避難指示を発令した市町村の割合 

国管理河川（TL策定済み） 国管理河川（TL未策定） 

■：避難勧告等発令市町村数 ■：避難勧告等未発令市町村数 

発令率：４９％ 発令率：７２％ 発令率：３３％ 

※氾濫発生情報を発表した河川を除く 
※１つの市町村において、複数の基準観測所から氾濫警戒情報等が発表されている場合は、重複し
て集計している 

国管理河川（合計） 

22 
23 

 氾濫危険情報が発表された市町村のうち、「避難勧告の発令等に着目したタイ
ムライン」を策定した市町村における避難勧告または、避難指示を発令した市
町村の割合は７２％。未策定市町村は３３％。 
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当
日 

 

一
日
前 

四
日
前
～ 

•所内の体制、分担の確認 

•樋門等操作員の準備指示 

•設備業者等への準備指示 等 

•水門・樋門等施設の点検 

•水位観測所、ＣＣＴＶ等の点検 

•災害対策車両の動作確認 

•水防資機材の確認 等  

•水防警報、洪水予報の発表 

•水位状況の見通しの連絡 

•水門、陸閘の操作 

•洪水時点検 等 

•洪水予報の発表 

•樋門、排水機場の操作 

•出水時点検 等 

紀南河川国道事務所 時間 

平成２６年台風第１１号時のタイムライン実施事例【三重県紀宝町】 

•排水溝等の清掃、点検 

•保育所、福祉施設等への連絡 

•イベントの延期 

•飲料水、救助艇等の準備 

•避難所の開設準備 

•清掃車の高台避難、幟の撤去 

•防災無線による住民周知 等 

•高齢者世帯の訪問 

•避難勧告、避難指示発令 

•避難所開設 

•避難者、消防団の食事準備 等 

•町民バスの運休 

•被害状況の把握 

•避難指示等の解除 等 

紀宝町 

タイムラインに基づき行動したことにより、浸水が発生する前に、避難勧告等の発令が円滑に実施された。 

また、事務所では、早めの点検により確認した施設の故障を出水前に修理することができ、紀宝町においては、雨が降
り始める前に要援護者に避難の呼びかけができたなど、早め早めの対応を行うことができたなど多くの効果があった。 

北緯20° 

北緯30° 

北緯43° 

8月5日 

8月6日 

8月7日 

8月8日 

8月9日 

8月10日 

三重県紀宝町 

紀宝町・紀南河川国道事務所 

タイムラインスタート 

浸水発生 

● 午前9時の台風位置 

避難指示（高岡地区） 

避難勧告（大里地区） 

10日 

9日 

6日 

～ 

8日 

•早めの点検により、施設の故障対応が出水前に完了した 

•要援護者の方々への対応が雨が降る前にでき余裕が持てた 

•事前準備により、浄水場の濁度上昇に速やかに対処できた 

•実施することが明確になり無駄な準備が省けた 

•組織全体で情報共有でき、一丸となり災害対応の一体感があった   等 

災害後の検証（タイムラインの効果） 

情報 

交換 

情報 

交換 

情報 

交換 

事務所内タイムライン会議    
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